
今後の検討にあたっての論点（案）

○ 個人住民税は住所地課税が原則だが、利子割においても住所地課税が可能か。

〇 その他税収帰属の適正化のための方策として考えられるものはあるか。

〇 金融機関と地方団体の事務負担としてどのようなものが考えられるか。

〇 その他検討すべき事項はあるか。
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